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１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

当社は、棚卸資産の残高確定の過程において過去の会計処理に誤りがある可能性が判明したため、2021年５月20

日、社内調査委員会を設置し、調査を進めておりましたが、調査の過程において、当社役員による不適切な業務執行

の可能性を含む内部統制上の問題が存在する疑義が生じました。そのため当社は、より客観性・独立性を高めた調査

を行うため、2021年６月24日、外部の弁護士・公認会計士を含む特別調査委員会に移行した上で、調査を進めてまい

りました。

2021年９月17日に特別調査委員会から調査報告書を受領し、仕掛品計上された材料費や加工費等の一部が過去より

適切に製品勘定に振り替えられず、適時適切に費用処理されてこなかった結果、棚卸資産（仕掛品）残高が過大に計

上されていたとの報告を受けました。

これに伴い当社は、過去に提出済みの有価証券報告書等に記載されております連結財務諸表及び財務諸表並びに四

半期連結財務諸表等で対象となる部分について、訂正することといたしました。

なお、訂正に際しては、過年度において重要性がないため訂正を行っていなかった事項の訂正も併せて行っており

ます。

これらの決算訂正により、当社が2019年８月９日に提出いたしました第162期第１四半期（自　2019年４月１日　

至　2019年６月30日）に係る四半期報告書の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の４の７

第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

なお、訂正後の四半期連結財務諸表については、EY新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けており、その

四半期レビュー報告書を添付しております。

 

２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

第１　企業の概況

１　主要な経営指標等の推移

第２　事業の状況

２　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

第４　経理の状況

１　四半期連結財務諸表

四半期レビュー報告書

 

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項については、訂正後のみを記載しております。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次
第161期

第１四半期
連結累計期間

第162期
第１四半期
連結累計期間

第161期

会計期間
自 2018年４月１日
至 2018年６月30日

自 2019年４月１日
至 2019年６月30日

自 2018年４月１日
至 2019年３月31日

売上高 (百万円) 5,424 4,419 26,459

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 69 △162 520

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益

又は親会社株主に帰属する

四半期純損失(△)

(百万円) 53 △187 444

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 89 △239 187

純資産額 (百万円) 20,079 19,708 20,176

総資産額 (百万円) 48,672 47,204 48,097

１株当たり四半期(当期)純利益又

は四半期純損失(△)
(円) 6.79 △23.75 56.20

潜在株式調整後１株当たり

四半期 (当期) 純利益
(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 41.2 41.7 41.9
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、第161期第１四半期連結累計期間及び第161期

は潜在株式がないため、第162期第１四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株

式がないため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

(1）財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間における世界経済は、米中の貿易摩擦の長期化による影響で不透明な状況が続いてお

り、米国・欧州においては、航空機関連を中心に一定の水準を維持しているものの、自動車関連向け受注に低迷が

みられました。また、アジアでは中国の景気減速が鮮明で、全体として減少傾向でありました。

我が国経済は、先行きの不透明感から設備投資に慎重さがみられ、受注は低調に推移しました。

このような状況下、当社グループでは、中長期経営計画「Neo Challenge（ネオチャレンジ）」のファーストス

テージ最終年度として、目標達成のため様々な取組みを進めております。

まず委任型執行役員制度による「取締役による意思決定及び監督機能」と「業務執行機能」を分離させ業務執行

責任の明確化、意思決定の迅速化を図る取組みを、また顧客サービス強化のために営業本部に属していたカスタ

マーサポート部を独立させ取締役直轄とする機構改革を行いました。更に６月には米国において新たな契約を締結

し、Methods Machine Tools, Inc.社を北米販売店網の主力に据えるなど、販売力強化を目的に新体制を構築しま

した。

主力の工作機械部門においては、各種展示会に出展するなど、当社の強みである重切削・高剛性をアピールし拡

販に努めました。４月に東京で開催されたINTERMOLD 2019（第30回金型加工技術展）には、高精度・高品位な加工

を実現する立形マシニングセンタVB53αを出展するなど、積極的な営業活動を展開しました。

しかしながら、部品の販売はほぼ計画通りであったものの、米中の貿易摩擦に端を発する需要の低迷から、当第

１四半期において短納期対応の工作機械受注が想定以上に落ち込みました。

また、北米販売網の再構築過程において販売活動の停滞や受注の一部にキャンセルが発生したこと、部品の販売

体制構築のため機械本体の販売がやや手薄になったことにより低調な状況が続きました。

第２四半期では、短納期対応の工作機械受注に関し、即納機の準備も整いキャンペーンを展開し販売力を更に強

化すること、また今後北米の販売店網構築による効果が見込まれること、更に部品販売の体制が整ったことによる

部品売上の増加から、現在全社を挙げて取り組んでいます「アフターサービスの更なる強化」と合わせ、第１四半

期の落ち込みをカバーし、業績に反映されるものと考えております。

当第１四半期連結累計期間の当社グループの財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

① 財政状態

当第１四半期連結会計期間末の総資産は47,204百万円となり、前連結会計年度末と比較して893百万円の減少

となりました。これは主に、受取手形及び売掛金の減少1,943百万円、投資有価証券の減少345百万円、たな卸資

産の増加1,612百万円などによるものであります。

負債は27,496百万円となり、前連結会計年度末と比較して424百万円の減少となりました。これは主に、支払

手形及び買掛金の減少514百万円、借入金の減少117百万円などによるものであります。

純資産は19,708百万円となり、前連結会計年度末と比較して468百万円の減少となりました。これは主に、親

会社株主に帰属する四半期純損失の計上187百万円、配当金の支払による減少158百万円などによるものでありま

す。
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② 経営成績

当第１四半期連結累計期間の売上高は、4,419百万円（前年同期比18.5％減）となり、営業損失は117百万円

（前年同四半期は営業利益42百万円）、経常損失は162百万円（前年同四半期は経常利益69百万円）、親会社株

主に帰属する四半期純損失は187百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純利益53百万円）となり

ました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

 (工作機械事業)

国内は、部品販売はほぼ計画通りであったものの、即納対応の工作機械が低迷し、売上高は2,428百万円

（前年同期比10.1％減）となりました。海外は、米国及び欧州の航空機関連が堅調でありましたが、米中の通

商問題により、自動車向けを中心に総じて低調であったため、売上高は1,765百万円（前年同期比30.1％減）

となりました。この結果、工作機械全体の売上高は4,193百万円（前年同期比19.7％減）、営業損失は71百万

円（前年同四半期は営業利益104百万円）となりました。

 (その他)

売上高225百万円（前年同期比13.4％増）、営業損失は0百万円（前年同四半期は営業損失18百万円）となり

ました。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。

 

(3）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は32百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(4）従業員数

当第１四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

 

(5）生産、受注及び販売の実績

当第１四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

 

(6）主要な設備

当第１四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び前連結会計年度末における重要な設備の計画

について、著しい変更はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数 (株)

普通株式 24,000,000

計 24,000,000
 

 

② 【発行済株式】
　

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数 (株)
(2019年６月30日)

提出日現在
発行数 (株)

(2019年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,146,556 8,146,556
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は

100株であります。

計 8,146,556 8,146,556 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
　

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2019年４月１日～

2019年６月30日
― 8,146,556 ― 6,283 ― 1,455

 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2019年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

① 【発行済株式】

2019年６月30日現在

区分 株式数 (株) 議決権の数 (個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式 (自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式 (その他) ― ― ―

完全議決権株式 (自己株式等)
（自己保有株式）

― ―
普通株式 245,700

完全議決権株式 (その他)  普通株式 7,849,100 78,491 ―

単元未満株式  普通株式 51,756 ― ―

発行済株式総数 8,146,556 ― ―

総株主の議決権 ― 78,491 ―
 

(注） １　「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権20 

個）含まれております。

２　「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式88株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

2019年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有

株式数の割合(％)

（自己保有株式）

 ＯＫＫ株式会社

兵庫県伊丹市北伊丹

８丁目10－１
245,700 ― 245,700 3.02

計 ― 245,700 ― 245,700 3.02
 

(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が100株（議決権１個）あります。

なお、当該株式数は「① 発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含めております。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2019年４月１日から2019年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表

について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の四半期連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,202 4,895

  受取手形及び売掛金 ※1  6,796 ※1  4,853

  電子記録債権 ※1  1,484 ※1  1,279

  たな卸資産 10,038 11,651

  その他 508 800

  貸倒引当金 △26 △14

  流動資産合計 24,004 23,465

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 15,422 15,420

   その他（純額） 6,021 5,937

   有形固定資産合計 21,444 21,358

  無形固定資産 438 483

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,937 1,591

   その他 288 319

   貸倒引当金 △15 △15

   投資その他の資産合計 2,210 1,896

  固定資産合計 24,092 23,738

 資産合計 48,097 47,204

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※1  5,175 ※1  4,660

  電子記録債務 ※1  403 ※1  396

  短期借入金 6,781 6,883

  未払法人税等 55 3

  賞与引当金 312 109

  製品保証引当金 64 61

  その他 ※1  1,745 ※1  2,295

  流動負債合計 14,538 14,410

 固定負債   

  社債 300 300

  長期借入金 3,260 3,040

  再評価に係る繰延税金負債 4,521 4,521

  退職給付に係る負債 4,135 4,070

  その他 1,164 1,153

  固定負債合計 13,382 13,085

 負債合計 27,920 27,496
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 6,283 6,283

  資本剰余金 1,466 1,466

  利益剰余金 2,836 2,420

  自己株式 △539 △539

  株主資本合計 10,046 9,630

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 461 436

  土地再評価差額金 9,764 9,764

  為替換算調整勘定 63 30

  退職給付に係る調整累計額 △180 △174

  その他の包括利益累計額合計 10,109 10,057

 非支配株主持分 20 20

 純資産合計 20,176 19,708

負債純資産合計 48,097 47,204
 

EDINET提出書類

ＯＫＫ株式会社(E01516)

訂正四半期報告書

10/19



(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年６月30日)

売上高 5,424 4,419

売上原価 3,976 3,137

売上総利益 1,447 1,281

販売費及び一般管理費 1,405 1,399

営業利益又は営業損失（△） 42 △117

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取配当金 32 34

 為替差益 32 ―

 売電収入 8 9

 その他 3 5

 営業外収益合計 78 48

営業外費用   

 支払利息 34 31

 為替差損 ― 48

 その他 17 13

 営業外費用合計 51 93

経常利益又は経常損失（△） 69 △162

特別利益   

 投資有価証券売却益 ― 192

 固定資産売却益 2 3

 特別利益合計 2 196

特別損失   

 投資有価証券評価損 1 193

 固定資産処分損 3 1

 災害による損失 0 0

 特別損失合計 4 195

税金等調整前四半期純利益
又は税金等調整前四半期純損失（△）

67 △162

法人税、住民税及び事業税 6 10

法人税等調整額 7 16

法人税等合計 13 26

四半期純利益又は四半期純損失（△） 53 △188

非支配株主に帰属する四半期純利益
又は非支配株主に帰属する四半期純損失（△）

0 △0

親会社株主に帰属する四半期純利益
又は親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

53 △187
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 53 △188

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △17 △25

 為替換算調整勘定 49 △31

 退職給付に係る調整額 4 6

 その他の包括利益合計 36 △50

四半期包括利益 89 △239

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 90 △238

 非支配株主に係る四半期包括利益 △0 △0
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項はありません。

 

(会計方針の変更等)

（ASU第2014－09号「顧客との契約から生じる収益(Topic606)」の適用）

米国会計基準を適用している海外子会社において、ASU第2014－09号「顧客との契約から生じる収益

(Topic606)」を、当第１四半期連結会計期間より適用しております。

これにより、約束した財又はサービスが顧客に移転された時点で、当該財又はサービスと交換に権利を得ると

見込む対価を反映した金額で、収益を認識しております。

当会計基準の適用については経過的な取扱いに従って、当第１四半期連結会計期間の期首において、累積的影

響額を利益剰余金に加減しております。この結果、利益剰余金の当期首残高が70百万円減少しております。

また、当第１四半期連結累計期間の売上高は176百万円増加し、営業損失、経常損失、税金等調整前四半期純損

失がそれぞれ75百万円減少しております。

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

 

(追加情報）

（不適切な会計処理）

当社は、棚卸資産の残高確定の過程において過去の会計処理に誤りがある可能性が判明したため、2021年５月

20日、社内調査委員会を設置し、調査を進めておりましたが、調査の過程において、当社役員による不適切な業

務執行の可能性を含む内部統制上の問題が存在する疑義が生じました。そのため当社は、より客観性・独立性を

高めた調査を行うため、2021年６月24日、外部の弁護士・公認会計士を含む特別調査委員会に移行した上で、調

査を進めてまいりました。

2021年９月17日に特別調査委員会から調査報告書を受領しており、当社において過去からの誤謬により滞留し

ていた仕掛品の残高があること、これを隠蔽するために担当者が不適切な時期に不適切な方法で原価振替してい

たことにより、棚卸資産（仕掛品）残高が過大に計上されていたとの報告を受けました。

当社は、過去からの誤謬及びその後の担当者の原価振替等による不適切な処理の全体を把握・復元できないと

判断したことから、実地棚卸に基づく材料費と仕掛中製番に紐づく加工費等を合算する方法により前連結会計年

度末日現在の仕掛品残高を改めて算定しており、前連結会計年度末の仕掛品残高に、当第１四半期連結会計期間

の仕掛品勘定の増減を加減算することで当第１四半期連結会計期間末日現在の仕掛品残高を算定しております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。

なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形等が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年６月30日)

受取手形 76百万円 17百万円

電子記録債権 250 237

支払手形 685 588

電子記録債務 72 70

その他（流動負債） 0 9
 

 

 ２ 当社においては、資金の効率的な調達を行うため取引銀行７行と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。

当第１四半期連結会計期間末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は、次のとおりであ

ります。
　

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2019年６月30日）

貸出コミットメントの総額 1,500百万円 1,500百万円

借入実行残高 ― ―

差引額 1,500百万円 1,500百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第

１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。
　

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年６月30日）

減価償却費 223百万円 237百万円
 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年６月30日）

１ 配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額 (円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月27日

定時株主総会
普通株式 158 20.00 2018年３月31日 2018年６月28日 利益剰余金

 

 

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３ 株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年６月30日）

１ 配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額 (円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月26日

定時株主総会
普通株式 158 20.00 2019年３月31日 2019年６月27日 利益剰余金

 

 

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３ 株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年６月30日）

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

工作機械

売上高      

  外部顧客への売上高 5,224 199 5,424 ― 5,424

 セグメント間の内部

　売上高又は振替高
― ― ― ― ―

計 5,224 199 5,424 ― 5,424

セグメント利益又は損失

（△）
104 △18 86 △43 42

 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、水道メーター事業及び建築用

金物事業等を含んでおります。

２　セグメント利益又は損失の調整額は、提出会社本社の管理部門の費用の一部であります。

３　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年６月30日）

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

工作機械

売上高      

  外部顧客への売上高 4,193 225 4,419 ― 4,419

 セグメント間の内部

　売上高又は振替高
― ― ― ― ―

計 4,193 225 4,419 ― 4,419

セグメント損失（△） △71 △0 △72 △45 △117
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、水道メーター事業及び建築用

金物事業等を含んでおります。

２　セグメント損失の調整額は、提出会社本社の管理部門の費用の一部であります。

３　セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２　報告セグメントの変更等に関する事項

（ASU第2014－09号「顧客との契約から生じる収益(Topic606)」の適用）

「第４　経理の状況［注記事項］（会計方針の変更等）」に記載のとおり、米国会計基準を適用している海外子

会社において、ASU第2014－09号「顧客との契約から生じる収益(Topic606)」を当第１四半期連結会計期間より適用

しております。

この結果、当第１四半期連結累計期間の「工作機械」セグメントの売上高は176百万円増加し、セグメント損失が

75百万円減少しております。
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(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

 
前第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年６月30日)

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失(△)

6円79銭 △23円75銭

  (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失(△)
(百万円)

53 △187

   普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益又は
普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)(百万円)

53 △187

   普通株式の期中平均株式数 (株) 7,901,378 7,900,723
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、前第１四半期連結累計期間は潜在株式がないため、当第

１四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式がないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

2021年10月６日

Ｏ Ｋ Ｋ 株 式 会 社

取   締   役   会   御 中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 廣　　田　　壽　　俊  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 平　　井　　啓　　仁  

 

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＯＫＫ株式会社

の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(2019年４月１日から2019年６月30
日まで)及び第１四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年６月30日まで)に係る訂正後の四半期連結財務諸表、す
なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー
を行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸
表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準
拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
当監査法人は、限定付結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
限定付結論の根拠
追加情報（不適切な会計処理）に記載のとおり、会社は、過去からの誤謬及びその後の担当者の原価振替等による不

適切な処理の全体を把握・復元できないとして、実地棚卸に基づく材料費と仕掛中製番に紐づく加工費等を合算する方
法により前連結会計年度末日現在のＯＫＫ株式会社の仕掛品残高を改めて算定しており、前連結会計年度末の仕掛品残
高に、当第１四半期連結会計期間の仕掛品勘定の増減を加減算することで当第１四半期連結会計期間末日現在の仕掛品
残高を算定している。ただし、会社は、時の経過に伴い社内規程に従い加工費等に関する過年度の証憑を破棄している
ため、当監査法人は、ＯＫＫ株式会社の仕掛品の評価について裏付けとなる十分な記録及び資料を会社から入手するこ
とができなかった。このため、仕掛品（前連結会計年度末3,320百万円、当第１四半期連結会計期間末3,909百万円）の
評価に関して、結論の表明の基礎となる証拠を入手することができなかった。この影響は仕掛品、売上原価等の特定の
勘定科目に限定され、他の勘定科目には影響を及ぼさないことから、四半期連結財務諸表全体に及ぼす影響は限定的で
ある。したがって、四半期連結財務諸表に及ぼす可能性のある影響は重要であるが広範ではない。
 
限定付結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、「限定付結論の根拠」に記載した事

項の四半期連結財務諸表に及ぼす可能性のある影響を除き、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財
務諸表の作成基準に準拠して、ＯＫＫ株式会社及び連結子会社の2019年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了
する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら
れなかった。
 

その他の事項
四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。な

お、当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して2019年８月９日に四半期レビュー報告書を提出しているが、
当該訂正に伴い、訂正後の四半期連結財務諸表に対して本四半期レビュー報告書を提出する。
 
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
 

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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